















































































































































































































































　男性が 2名、女性が 74名、計 76名であった。
2）満年齢について





















































































































































































































19歳 20歳 21歳 22歳 計
男性  1  0 0 1  2
女性 53 18 1 0 74













ほしいとは思わない  0（  0.0％）




1人  2（ 2.6％）
2人 44（57.9％）
3人 26（34.2％）
4人  1（ 1.3％）
5人  2（ 2.6％）





1人  6（ 7.9％）
2人  4（ 5.3％）
3人  1（ 1.3％）
4人 34（44.7％）
5人  5（19.7％）
6人  7（ 9.2％）
7人  7（ 9.2％）
8人  0（ 0.0％）
9人  1（ 1.3％）











はい  1（  1.3％）
いいえ 74（ 97.4％）





































いいえ  2（  2.6％）












中間に○  1（  1.3％）





いいえ  6（  7.9％）





いいえ  9（ 11.8％）

















 2  3
 3  3
 4 28
 5 14
 6  4
 7  0







 1  31
 2  12
 3  17
 4  23
 5  25
 6  10
 7   8
 8  13
 9  22
10   3
計（延べ） 164
○印記入なし   1
◎印記入なしの 16人のうち、
◎印も○印も記入なしの人が 1人



















いいえ  4（  5.3％）
わからない 30（ 39.5％）





いいえ  2（  2.6％）
わからない 17（ 22.4％）




はい いいえ わからない 記入なし 計
１）
はい 26 0 10 1 37
いいえ  2 1  1 0  4
わからない 23 1  6 0 30
記入なし  1 0  0 4  5





成 15年 7月から 16年 1月である。
3　調査方法
　調査は、無記名・自記式アンケートで、原則として教室内で、クラス担任教諭または授
業担当講師、もしくは研究者本人の立ち会いの下で実施した。用紙は個別の封筒に入れ、
密封状態で回収し、プライバシーの保護に留意した。
4　調査内容
　調査用紙は、B5版 8頁からなる冊子形式で、諮問項目は 6頁にわたり、7問からなる。
選択肢から答えを選ぶものと、自由記載欄を設けたものを組み合わせた。
　資料 1によるアンケートの結果を踏まえて、家庭に対するイメージや乳幼児の発達の
理解など、新たに項目を付け加えた。
　また、（　）内への自由記載も詳しく記入する傾向が見られたので、大きな（　）を配置
するようにし、調査内容を充実させた。
5　調査結果について
　結果の詳細については、研究報告書 1）及び参考文献 2）を参照されたい。
Ⅴ　考察
　育児体験や少子化に対する意見など、積極的に意見を述べるとともに、調査に対する理
解と協力の姿勢が見られた。育児体験や生育歴を振り返ることの重要性を認識し、少子化
の実態を見極めてその原因を探り、保育制度や保育施設など育児を支援するシステムを充
実させることをめざしている若い世代の姿勢が把握できた。
　同時に、アンケート調査という日常的な調査方法も、質問内容の設定やプライバシー保
護に配慮した回収方法などの工夫により、かなり個人的なことにまで立ち入った調査や詳
細で具体的な意見の聴取が可能であることを再認識した。
Ⅵ　終わりに
　今回のアンケートに協力してくださった児童福祉学科の学生さん、関係者の皆さんに感
謝します。アンケート結果については数字のみ引用する旨お断りしていました。自由記載
　―　248　―
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 1）厚生労働科学研究（子ども家庭総合研究事業）「育児不安軽減のための小児科医の役
割とプレネイタルビジットの評価に関する研究」平成 15年度研究報告書，596～ 616，
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の内容まで踏み込んで記載することについてもあらかじめ了解を得ておくべきでしたが、
掲載方法に配慮をしたつもりですので、御了承いただきたく存じます。内容を活用するこ
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